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幼児教育の問題についての一考察
研　　　攻　一　 幼児教育科
（2014年９月30日受理）
〔　要　　約　〕
　日本の幼児教育は、国の政策によって大きな影響を受けてきた。近年、少子高齢化による労働力確保
のために女性の社会進出が促されて、託児所機能を伴う保育所数が増加し、かつ入所者数も増加するよ
うになった。幼保一元化を目指して、幼児教育施設を一つにまとめる動きがあるものの、実態は教育施
設の多元化になっている。
　この現状の中で、幼児たちの発達が保証され、被害を受けない保育が行われているかについて、主に
保育現場での問題点と、その保育のあるべき姿について、「愛着の形成」「幼保小連携」の問題等を通し
て検討した。
Ⅰ．目的
　現代の日本の幼児教育は、社会状況に左右されて大
きな曲がり角に来ている。その原因の１つは、少子高
齢化に基づく日本の労働力不足に起因するものである。
しかし遡れば、それは高度経済成長を促す国の政策変
更にまで行き着く問題でもある。豊かさを求めて日本
が変わった結果が、幼児教育の在り方にまで影響して
きたのである。
　最近になって幼保一元化の流れや、母親を含む女性
たちが労働力として社会参加する現状の中で、幼児教
育施設に預けられる幼児たちの成長や発達は十分保証
されているだろうか。幼児たちは、実際に受けた被害
を表現できない存在であることを考えると、行き届い
た教育・保育が本当になされているのか、危惧してし
まうのである。幼児教育に携わる保育者は、専門性を
十分発揮して科学的で合理的な、そして幼児たちの存
在を考慮した幼児教育を行なっているだろうか。こう
した観点に立って、幼児教育を取り巻く諸問題につい
て検討していく。
Ⅱ．幼児教育施設の変遷
　日本の幼児教育施設は、戦後に幼稚園と保育所に分
かれて存在してきた。行政的な管轄は文部省と厚生省
と分かれていたのである。こうした違いは、幼稚園が
教育施設で、幼児の発達を促進することを目的にした
施設であるのに対して、保育所は日々の養育に欠ける
幼児の面倒を見るための養護施設であり、教育よりは
家庭教育の代替としての役割を果たしてきていた。
　1960年代（昭和35年頃）には、こうした施設の在
り方に対して幼保一元化の問題が取り沙汰されてき
た。その理由の一つには、過疎地域におけるスケール
メリットの問題や経費節減という経営的な視点ばかり
でなく、保育を受ける幼児たちから見て、幼児期に異
なる保育を受けている現状への疑問が原因でもあった。
また、当時は世界中で幼児の発達の可能性についての
幼児研究が盛んに行なわれた時代でもあり、アメリカ
におけるヘッドスタート計画１）などの影響もあった
のではないかと考えられる。
　松島によれば２）「幼児期の保育を担う幼稚園と保育
所は、戦後日本において急速に普及していく。施設
数では、1950年に幼稚園2,100園、保育所2,971箇所で
あったのが、1980年には、14,893園（7.1倍）、22,036箇
所（7.4倍）となり、幼児数も７倍以上に増加した。ま
た、５歳児の幼稚園・保育所在籍比率は、1957年度の
26.2％・11.8％から、1976年度には、64.6％・25.4％と
なり、約20年を経て５歳児の９割が幼稚園あるいは保
育所で公的保育を経験するまでに普及する。」と述べ
ている。このような推移は、戦後間もなく幼稚園と保
育所数の比率の差がなかった時代から、昭和30年代を
過ぎて、幼稚園の園児数が保育所の入所者数を凌駕す
るようになってきた。その理由は、松本によれば３）
「新しい保育所の始まりは、従来の託児所が果たして
きた、家庭生活の向上に寄与した母親の就業を援助す
るという役割を何よりも強く継承していた」と述べて
いる。このように、保育所は家庭の代替としての役割
が強められていくことで、幼児教育施設としての幼稚
園と保育所の機能分化が起こったと考えられる。こう
した機能分化の中で高度経済成長期での教育への関心
の高まりから、幼稚園の園児数が増加していったと推
定される。
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　しかし、この幼稚園の園児数が保育所の入所者数を
凌駕していた時代が逆転したのが平成14年度を境にし
てだと言われている。この傾向はその後も強まり、平
成20年～25年での幼稚園の園児数と保育所入所者数の
変化（表１）を見ると、幼稚園の園児数は減少傾向に
あるのに、保育所の入所者数は、毎年４万人規模で増
加している。
　こうした施設間の逆転現象から、幼稚園では空き教
室が増加し、保育所では都市部を中心として待機児童
の問題が起こってくることになった。
　そんな背景があってか、2003年（平成15年）の小泉
政権の構造改革特別区特区事業の中の教育特区の中
で、幼稚園と保育所の一体的運用に関する特区として
様々な取り組みがなされた。４月には「合同施設での
幼稚園・保育所児の合同活動が認められた」、翌年４
月には「公立保育所の給食の外部搬入が認められた」、
12月には「就学前の教育・保育を一体として捉えた一
貫した総合施設について」の骨子が取りまとめられた。
特区に認められた事業の多くを見ると、幼稚園と保育
所の合同活動を行うことと、給食の外部搬入が殆どを
占めていた。
　こうした特区事業を経て、「認定こども園設置法」
が平成18年８月に成立し、平成19年度から正式に「認
定こども園」として発足することとなった。ところ
が、これまでの幼稚園と保育所がその時点で全て「認
定こども園」に移行したかというと、そうならずに３
者が並立したままであった。補助金や交付金の問題や、
それまでの各幼稚園や保育所にそれぞれの歴史がある
ことから、「認定こども園」への移行に暫定期間を設
けたにも拘らず、現実には期待したほど移行しなかっ
た。また、「認定こども園」も一律のこども園ではな
く、幼稚園からの移行か、保育所からの移行か、その
地域の特性を合わせてか等を考慮して、表２のような
４つのタイプの「認定こども園」が作られた。「認定
こども園」の年度ごとの推移は、表３のようになって
いる。
　当初は平成21年度には1,000件を越えるだろうとの見
通しだったが、移行が進まず、1,000件を超えたのは平
成25年度となっている。４つの型でその比率が高いの
は、幼保連携型と幼稚園型であり、幼稚園をメインに
したものか、保育所との折衷型が中心となっている。
　こうした経緯の中で、2009年（平成21年）民主党が
政権を取り、その幼児教育政策として「幼保一体化」
を掲げて、現実の幼児施設の実態とはかけ離れた政策
を推し進めようとした。その中でいくつかの課題を処
理するために有識者によるワーキンググループを作っ
て、法制化の準備を始めたのである。これに現場サイ
ドから批判が起こり、本学にも酒田のある保育園長か
ら、反対のための行動を起こすようにとのファックス
が届いたこともあった。
　民主党政権が危うくなる中、民主党、自民党と公
明党間で、平成24年の８月にこれまでの「認定こども
園」の考えを基にして、新たな「幼保連携型認定こど
も園」制度を、自民党、民主党、公明党の三党で合意
した。新たな「認定こども園法」では、「学校及び児
童福祉施設としての位置づけを持つ単一の施設」とさ
れ、目的として、「義務教育及びその後の教育の基礎
を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する教
表１．平成20～25年度の幼稚園児数、保育所入所者数の推移
平成年度 幼稚園児数 保育所入所者数
20 1,674,163 2,120,934
21 1,630,336 2,131,929
22 1,605,912 2,158,045
23 1,596,170 2,204,393
24 1,604,225 2,240,178
25 1,583,664 2,288,819
（平成25年度の学校基本調査と厚生労働省の保育所関連状況のとりまとめから作成）
表２．認定こども園のタイプ
幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型
認可幼稚園と
認可保育所と
が連携して、
一体的な運営
を行うことに
より、認定こ
ども園として
の機能を果た
すタイプ
認可幼稚園
が、保育に欠
ける子どもの
ための保育期
間を確保する
など、保育所
的な機能を備
えて認定こど
も園としての
機能を果たす
タイプ
認可保育所
が、保育に欠
ける子ども以
外の子どもも
受け入れるな
ど、幼稚園的
な機能を備え
ることで認定
こども園とし
ての機能を果
たすタイプ
幼稚園・保育
所いずれの認
可もない地域
の教育・保育
施設が、認定
こども園とし
て必要な機能
を果たすタイ
プ
表３．認定こども園数の推移と内訳
平成 件数 公立 私立 幼　保連携型 幼稚園型 保育所型
地　方
裁量型
19年度   94  23   71  45  32  13  4
20年度  229  55  174 104  76  35 14
21年度  358  87  271 158 125  55 20
22年度  532 122  410 241 180  86 25
23年度  762 149  613 406 225 100 31
24年度  911 182  729 486 273 122 30
25年度 1099 218  881 594 317 155 33
26年度 1359 252 1107 720 410 189 40
（厚生労働省から毎年出されるものを基にして表を作成した）
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育」「保育を必要とする子どもに対する保育」「保護者
に対する子育て支援」の３つを一体的に扱うこととし
た「子ども、子育て関連３法」が、８月に国会で成立
した。この法律は、27年４月から施行されるが、予算
の関係で消費税が上がってから施行されることになっ
ている。（消費税26年４月から８％になったが、27年10月
から10％の予定だったが、18ヶ月先延ばしされた）※子育
て３法とは「子ども・子育て支援法、就学前の子どもに
関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、
子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供に関する法律の一部を改正する法
律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
Ⅲ．保育所が増加してきた原因
　最近の保育所及び入所者数が増加してきた原因はど
こにあるのだろうか。そこには幼児たちを預けなけれ
ばならない家庭状況があるからであり、その原因の一
つとして、女性の社会進出によることが考えられる。
女性が労働力として期待され、しかも男女共同参画時
代にあって、人間としての自己実現と生き様の問題と
も関わっている。
　女性の社会進出には、戦後の社会的・経済的・文化
的な背景がある。戦後の昭和30年代に高度経済成長が
始まって、人々が豊かな生活を求めるようになり、地
方の次、三男が労働力として都会に就職列車などで送
られた。こうした人たちが都会で核家族を形成し、子
育てをするようになった。その当時は、まだ夫が社会
に出て働き、妻が家庭を守る形態は維持されていたも
のの、それまでの子どもが３～４人だったのが、だん
だん少子化傾向になってきた。その理由は、子どもへ
の教育投資が大きくなり、高学歴の子弟の育成が望ま
れるようになったからである。こうした中で受験の過
熱、塾通いなども盛んになった。この高度経済成長期
後にはいくつかの波はあったが、1986年（昭和61年）
から始まったバブル経済が平成２年に弾けて経済状況
が急激に落ち込み、その状況は現在まで続いている。
家庭を維持していくこと、子弟への教育投資、女性の
社会進出による自己実現、晩婚化傾向などの要因が絡
んで、少子化傾向は収まっていない。そんな中、国の
政策として必要な労働力の確保のために、子どもを持
つ女性の社会進出をより促す政策と共に、少子化対策
の一環として保育所の増設によって、多くの入所者数
を受け入れる政策を取るようになったのである。
　こうした社会状況と保育所数の密接な関係は、これ
までの歴史の中にも見られる現象である。例えば、ア
メリカでも、保育所入所者数はその時代の社会状況
と密接に連動している。1929年の世界恐慌では、職を
失った親たちを対象に1933年「連邦緊急救済法」を適
用し、国による保育所を10年間継続した。（緊急ナー
サリー・スクールプログラム）また第二次世界大戦に
関しては、幼児を持つ母親の軍需産業への就労のため
に、1,000箇所以上の保育所を開設し32,000人余りの幼
児を収容した。（ラナーム児童センター）４）このよう
に保育所数や入所者数の増加は、母親など女性を労働
力として必要とする社会状況と密接に関係しているの
である。
Ⅳ．保育所数の増加に伴う学生の就職状況と選択理由
の推定
　こうした社会状況から保育所数が増えており、養
成校に対しても保育所からの求人数が増加するもの
の、幼稚園からのそれは減る傾向が見られる。本学で
は、資格取得で幼稚園教諭二種免許状と保育士資格を
取得できる教育課程を設置している。そこで、過去14
年間の２年ごとの幼稚園と認可保育所別の就職先数を
調べてみると、保育所への就職者が幼稚園の２倍以上
となっている。
　この保育所への就職者が多い傾向はこの14年間変わ
らないが、ここ数年間はその比率が2.5倍以上になる
傾向が見られ、少しずつ学生の保育所志向が強まって
いるように見受けられる５）。平成26年度の山形県内の
認可保育所は247箇所、幼稚園（公立を含む）は95箇
所となっており、その保育所／幼稚園の比率は2.6と
なっており、本学の学生の就職先は、こうした比率に
対応する結果となっている６）。
　本学では幼稚園教諭二種と保育士の資格取得を行わ
せているが、その大きな理由は資格取得のための２つ
の課程が重なっているところにある。異なる部分とし
て保育士の教育課程では養護などの側面を学修させる
のに対し、幼稚園教諭の教育課程では教育的な側面を
学修させるという違いがある。
表４．羽陽学園短期大学学生の就職先別人数
平成年度 幼稚園 認可保育所 保 /幼（比率）
12 11 27 2.5
14 13 29 2.2
16 16 40 2.5
18 25 54 2.2
20 21 47 2.2
22 18 49 2.7
24 16 47 2.9
26 13 33 2.5
（小数点第二位四捨五入）
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　就職先として学生がどちらの施設を選択する傾向が
あるかについて、残念ながら詳細なデータは持ち合わ
せていない。しかし筆者が個人的に接した学生たちの
話を総合すると、保育所志望の学生の選択理由の１つ
に、幼稚園での指導計画を立てて実践していくような
積極的な働きかけを避ける傾向がある。それに対して、
入学時に考えていた「子どもたちと一緒に遊ぶのが仕
事だ」と一致する保育所を志望する傾向が見られる。
幼児教育に対するそうした基本的な思想が変わらない
ままに学生時代を過ごして、就職先を決めている可能
性があるのではないだろうか。こうした幼児教育に対
する思想は、保育所を卒園してきた経験によることも
あるし、社会に広がっている保育についての思想を無
意識に学習した結果であるとも考えられる。
　こうした保育所志望の原因には、保育所入所者数の
増加や待機児童の問題で、保育士が全国で７万人余り
が足りない現状も関係している。専門性を磨かなくて
も、資格さえあれば就職でき、努力しなくても好みの
就職先が見つかる状況なのである。
　こうした学生の就職比率からすると、保育士志望の
風潮が、学校の教育の質を落としている可能性も感じ
ている。幼稚園を経験してから保育所で働くようにな
る場合にはそれほどの障害はないが、保育所から幼稚
園で働くようになる場合には、かなりの困難があり、
仕事が続けられない事例を何例か見ている。
　「保育所保育指針」では、20年以上前から「日々の
養育に欠ける」養護だけでなく、「教育部分」について
も記載されており、養護と教育の２本立てで保育しな
ければならないことになっている。しかし保育所現場
では、旧態依然として養護部分だけが主に行われてい
る保育所が多いのではないだろうか。（どの保育所でも
教育部分を重視していないと言っている訳ではない）
　こうしたことは平成27年４月から実施される「幼
保連携型認定こども園」に関わって、「教育・保育要
領」では、留意事項の中で「０歳から小学校就学前ま
での様々な年齢の園児の発達の特性を踏まえ、満３歳
未満の園児については特に健康、安全や発達の確保を
十分に図るとともに、満３歳以上の園児については同
一学年の園児で編制される学級による集団生活の中の
遊びを中心とする園児の主体的な活動を通して発達を
促す経験を得られるよう工夫をすること」（下線は筆
者による）と養護と教育の部分が述べられ、しかも満
３歳以前と以後の教育についても分け、小学校に連携
する就学前教育の意義と役割を明確に示している７）。
　幼稚園教育要領の教育課程の編成部分で「幼児期の
発達の特性を踏まえ、入園から修了に至るまでの長期
的な視野をもって充実した生活ができるように配慮し
なければならない」と述べて教育の部分を強調してい
る。保育所保育指針の保育の目標で「保育所の保育は、
子どもが現在を最も良く生き、望ましい未来をつくり
出す力の基礎を培うために、次の目標を目指して行わ
なければならない」として５領域が示されている。加
えて「保育所は、入所する子どもの保護者に対し、そ
の意向を受け止め、子どもと保護者の安定した関係に
配慮し、保育所の特性や保育士等の専門性を生かして、
その援助に当たらなければならない。」と述べて、教
育と養護の部分が並立して述べられている７），８）。
　今回の「幼保連携型認定こども園」では、こうした
幼稚園教育要領と保育指針の折衷案の形態となってい
るが、小学校への円滑な連携を求める就学前教育の意
義が強調されている。
　このような法律的な内容と、現実の学生たちの心理
的な乖離はどうして起こるのかということである。こ
れは保育所の現場で働く人たちが、保育指針の２つの
ねらいを十分理解していないか、それとも託児所の思
想の延長で、養護だけをすれば良いとの風潮が社会全
体に蔓延している可能性も大きいのではないだろうか。
Ⅴ．保育所の役割として期待される「愛着の形成」
　「幼保連携型認定こども園」でも強調されているが、
満３歳児までとそれ以降の幼児たちに対する教育内容
は異なり、しかも幼保小連携の問題と絡んで、就学前
に小学校にも繋がる基本的な能力を育てる役割を期待
されている。
　満３歳までの幼児に対しては、基本的な生活習慣の
基礎を育てるなどが考えられるが、心理的発達の側面
から、発達課題としてどんな能力を育てるべきかの問
題を考えてみたい。
　人間は、誕生してから社会で人間関係を構築してい
くことが必要であり、その基礎を幼児期に育てていく
必要がある。こうした大きな心理課題として、「愛着
（アタッチメント）の形成」がある。人間はサルの仲
間であり、多くのサルと同様に群れで行動する特性が
ある。霊長類研究者の大島清は、人間の「色気（種族
維持）と食い気（個体維持）と群れる（人間関係）」
を３大本能と述べている９）。本能の１つである人間関
係の基礎を作る課題を、保育所でどう形成させるかで
ある。生後すぐに、乳児は既に外界の情報を取り込み、
人の顔の輪郭や目や口へ視線をやることができる10），11）。
またチンパンジーでも見られる、寝ているときに乳児
が一人で笑う新生児微笑なども、将来のコミュニケー
ションを可能にさせる生得的な能力だと思われる。大
人などと対面して、笑いかけられると笑い返すことが
できるように仕組まれているのである。こうしたこと
－　　－29
29幼児教育の問題についての一考察
を繰り返すことで、人間社会に入り込めるようになる。
この大人などとのやりとりの経験が続かないと、笑い
かけても笑わないサイレントベビーと言われる存在に
なる。このサイレントベビーは過去に大きな社会問題
になったことがある。
　通常は家庭内で育てられれば、こうした人間関係の
基礎の形成は円滑に進む筈であるが、女性の社会進出
などによって、そうした家庭での機能を公的な保育所
が果たさなければならなくなってきた。
　ハーロウのアカゲザルを使った実験12）では、金網
で作った仮の母親と、毛布状の布で作った仮の母親か
ら授乳された子ザルがどうなるかを調べた。その結果、
金網の仮の母親から授乳された子ザルは、授乳時だけ
にしか抱きつかないようになる。普通、人間の子ども
でも成長してくるにつれて、母親から離れてだんだん
と遠くまで遠征し、遊びや探検をするようになる。し
かし怖いことがあると母親のところまで跳んで帰って
抱きつくのである。しかし金網の仮の母親にはそうし
た働きがなく、子ザルたちは自分の手で自分の体を抱
くようになり、部屋の隅にうずくまる様になる。つま
り心理的に不安定になってくるのである。（こうした動
物実験は、動物愛護の観点から近年では否定されている）
　加えてホスピタリズム（施設病）の問題13）もあり、施
設に長期入所している乳幼児たちの健康や知能の成長
が脅かされるなどのトラブルが生じる。高度経済成長期、
バブル期には鍵っ子問題が起こった。機能的にはホスピ
タリズムと同じ問題であり、マターナル・ディプリベー
ション（母子疎隔）13）と名づけられ、子どもたちの心理
発達や精神的な不安定が問題になったことがある。
　これらの問題は、親たちの社会進出と子どもたちの
養育問題と密接に関わっている。安定した心理的発達
を促すためには、愛情を固着する相手とそれを形成す
るための人間関係を構築する時間が必要である。保育
所に０歳児を朝早く預け夕方遅くまで働く母親たちに、
子どもたちが十分愛着の形成をできるかどうかは、ま
だ検証されていない問題である。保育所の増加は、親
たちが働くことの便利さを満たすことにはなるが、子ど
もたちの大きな発達課題である「愛着の形成」につい
ては、考慮されていないのではないかと危惧せざるを
得ない。子どもたちは「愛着の形成」の対象を、保育
所の保育士にするか母親や父親にするかを決めなけれ
ばならない。こうした状況が、子どもたちの育ち方に反
映しないわけはない。因果関係がはっきりしないもの
の、筆者は小学校での学級崩壊14）や若者の心理的な不
安定による問題の遠因として、こうしたことも関係して
いるのではないかと推定している。
Ⅵ．３歳児以降の教育の問題
　平成27年４月から始まる「幼保連携型認定こども
園」でも、教育及び保育の目標の中で「義務教育及び
その後の教育の基礎を培うとともに、子どもの最善の
利益を考慮しつつ、その生活を保障し、保護者と共に
園児を心身ともに健やかに育成するものとする。なお、
認定こども園法第９条に規定する幼保連携型認定こど
も園の教育及び保育目標については、小学校就学の始
期に達するまでの時期を通じ、その達成に向けて努力
すべき目当てとなるものであることから、満３歳児未
満の園児保育にも当てはまることに留意すること。」
と述べられている。５歳児の義務教育化についても取
り沙汰されている状況にあっては、新しい「幼保連携
型認定こども園」の教育全体への役割は重視されてき
ていると言えよう。保育所での満３歳児を境にしての
養護と教育の切り替えの問題よりは、さらに教育的視
点が大きくなって、「幼保連携方認定こども園」での
幼児の生活全体が小学校へのスムーズに接続出来るよ
うな配慮を求めている。
　従来の幼保小連携の問題、即ち小１プロブレムにつ
いては、幼稚園や保育所で問題にならなかった子ども
が小学校に行って不適応になるケースが見られ、その
接続の問題を解消するために、どうしたら良いかとい
う問題である。なぜ連携が上手くいかないかという原
因には、いくつか考えられる。１つには、幼児教育現
場では幼児たちの好奇心や動機を大事にし育てようと
するのに対して、小学校では教育内容が決まっていて、
それらを達成させる教育を行う。そのために、好奇心
や動機を大事にするよりも、課題ができたかどうかが
重要になる。他には、集団と個人的行動の違いなども
挙げられる。２つには、新しい環境への不適応が原因
として考えられる。そこで、幼児たちが小学校見学に
行ったり、小学校の教員が幼稚園や保育所を訪問して、
幼児教育施設と学校間の教育・保育内容の違いを理解
する試みなどが行われている。幼稚園や保育所の保育
内容と近いと考えられるのは小学校の「生活科」で、好
奇心や動機づけを大事にしながら徐々に小学校に適応
させる方法などの工夫が考えられている。山形県の県
教育委員会は「幼保小連携スタートプログラム」の中で、
１年生の夏休み以前のカリキュラムの中に、「自主性」
と「思いやり」を念頭においた国語、図工などをリンク
させる工夫を行なっている15）。また中学年や高学年の上
級生たちとのコミュニケーションをとりながら、小学校
の環境に慣れさせていくような手法も考えられている。
　こうした幼保小連携の仕方は、果たして就学前教育
と小学校入学後の学校教育を円滑に連携させる最上の
方法だろうか。幼児教育に関わっている筆者から見る
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と、こうしたことが功を奏しない原因には、幼児教育
の側にも問題があるのではないかと考えている。幼児
教育の世界では、幼児の好奇心や動機づけを尊重する
と言っているが、それらは具体的な内容について生じ
る筈なのに、実態はコンテントフリーに育てられると
考えているところである。しかも、６領域から５領域
に専門科目が変更になって、幼児が学習の主体となり、
保育者側は環境設定することが役割だと考えられるよ
うになって、学ぶ内容も保育の主導権も学習者である
幼児に依存する傾向が見られる。しかし環境設定では、
学習内容は保育教材も含めて保育者側が行なう筈にも
拘らず、その全てを幼児側に任せてしまっているのが
現状ではなかろうか。この好奇心を育てたり、動機づ
けを高めたりするためには、保育者がこれらを高める
ための保育内容を順次用意することが必要となる。と
いうのは、幼児たちの好奇心は同じものを与え続ける
と、慣れて飽きてしまう傾向があるからである。幼児
の好奇心や動機づけを高めるためには、保育教材を複
雑にしたり新奇なものに変えなければならない。とこ
ろが保育現場では、そうしたものを幼児に任せている
ために、よりレベルの高い好奇心や動機づけを育てる
保育になっていないのではないだろうか。
　また従来の幼稚園教育要領でも、新しい「幼保連携
型認定こども園」の教育・保育要領に中でも、各領域
の「ねらい」部分で、幼児主体の記述になっているの
も問題である。例えば健康分野でねらいとして「明る
く伸び伸びと行動し、充実感を味わう」とか、内容と
して「・進んで戸外で遊ぶ・保育教諭等や友達と食べ
ることを楽しむ」等の記述である。このようなねらい
や内容の提示の仕方は主観的になりかねず、保育者が
実際にねらいや内容が達成されたかどうかを判定する
ことが拡散して、客観的な評価ができなくなってしま
う。その結果として、保育者は自分の保育を自分なり
の評価によって、自己満足する可能性も起こり得るの
ではないだろうか。
　こう考えると保育の客観性を保証する仕組みを構築
したら良いかが問題となる。
Ⅶ．基礎概念と基礎技術の習得を目指すべき
　知能（思考）の発達について、ピアジェは４つの段
階を考えている16）,17）。感覚運動期（０～２，３歳）、知
覚直感期（表象期）（３，４～６，７歳）、具体的操作期
（６，７～12，13歳）、形式的操作期（12，13歳～）であ
る。乳幼児期は、前２者の感覚運動期（０～２，３歳）、
知覚直感期（表象期）（３，４～６，７歳）までを含ん
でいる。ピアジェは考えるという時、頭だけで考える
のではなく、体全体で乳幼児は考えるというのである。
よく言われるように、幼児たちは五感全部を使って環
境とのやり取りをするのが特徴である。特に乳児で
は、見て舐めて触って聴いて匂いを嗅いで、体全体を
使って考えるのである。また知覚直感期の幼児になる
と、物に依存しながらイメージを多少操作できるよう
になる。例えば、見立て行動などが典型的な行動であ
る。積み木を自動車にするには、自動車の持つ特性を
付与することで、積み木が自動車になる。こうして現
実世界を頭の中に取り込むのであるが、そのとき幼児
たちは積み木をブーブーと言いながら動かす作業をし
ながら頭の中に取り込むのである。
　ブルーナーは情報処理様式として、動作的、映像的、
言語による象徴的処理の３つの方法があると述べてい
る18）。考えてみれば当然なのであるが、私たち大人で
も場面によってこの３つの情報処理様式を使って対応
しているのではないだろうか。ピアジェはブルーナー
の情報処理様式を、知能（思考）の発達として、動作
的、映像的、象徴的の順序で発達していくと考えてい
るが、この３つの処理様式は、大人になっても保持し
ていると考えているのがブルーナーなのである。
　特に幼児期には、自分の周りの世界を認識させるこ
とが必要であり、ままごとなどのごっこ遊び等は、世
界がどのようなものかを、体に取り込むきっかけに
なっている。こうした時期に、幼児の周りの諸々の世
界について、その基礎概念を体全体で認識させること
が必要である。例えば、社会科学概念として、「お医
者さんとは」「スーパーとは」「銀行とは」「おまわり
さんとは」「学校とは」などの基本的な考え方を学ば
せるのである。また自然科学概念として、トンボやア
リなどの体が３つに分かれている（昆虫概念）とか、
シソ科の茎は四角い（植物概念）とか、日本タンポポ
と西洋タンポポの違い（植物の生態概念）はどうなの
かなどを学ばせておく必要がある。これらは小学校に
行っても学ぶ内容だと思われる。またスライム作りや
玉ねぎによる染色での色止めは、あるものが別の性質
のものに変わる化学的な現象（化学概念）であり、遊
びながらそうした基礎概念を学ばせることが幼児教育
の世界では可能である。
　基礎技術についても、日常の生活習慣で行う着脱や
挨拶などの技術ばかりでなく、ハサミの使い方や縄跳
びや鉄棒などの技術、友達との喧嘩や遊び方や集団行
動の技術などの習得も必要である。また運動に関して
は、走る、投げる、跳ぶなどの体全体を使う遊びなど
を通して、運動能力全体として高めることが必要であ
る。ある特定の部位だけを使う運動能力の育成は、将
来的にバランスを欠き、問題を起こす可能性がある。
　こうした諸々の技術は、小学校に入っても必要なも
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のであり、幼児期に、幼稚園や保育所で意識的に教え
る必要があるのではないだろうか。幼児教育でのこうし
た基礎概念や基礎技術が、小学校のどの分野に繋がる
かについて、現場の保育者たちは考えているのだろう
か。筆者の個人的な感想によれば、そうした視点で幼
児教育を考えている様子はほとんど見られない。つまり、
幼児教育の世界が閉じたままに完結しているのである。
Ⅷ．ねらいを立てて保育することの重要性
　保育者の専門性について、専門的な知識を問われる
ことは当然である。幼稚園でも保育所でも、家庭と地
域との連携を目指して地域支援センターとしての役割
を期待されている。そうした領域では、幼児や養育に
関わる専門的で科学的知識が要求されるのは当然であ
るが、保護者より広く深い知識を持っていることが、
その専門性の証だと単純に考えることはできない。
　筆者自身が、いくつかの幼稚園や保育園での保育助
言で現場に行くと、ルーチン化した保育を行っている
ケースが殆どである。幼児教育の世界では、毎年の行
事に追いかけられて、保育のありかたを考える余裕が
なかったり、園内研修会を行っていても、何をどうす
れば良いかがはっきりしないまま研修が行われている
ように思われてならない。
　筆者自身は、幼稚園であれ保育所であれ、保育者は
幼児に関わる保育を行おうとするとき、きちんとねら
いを立てて、それを実現するための保育計画を立て、
それを実際に保育して、その結果を検討する（評価す
る）ことが仕事ではないかと考えている。例えば、自
由に子どもたちを遊ばせる時にも、それによってどん
な能力を育てたいのか、明確に意識して保育すること
が当たり前だと考えている。現場の保育者に尋ねると、
そうした意図がなく幼児を自由に遊ばせているだけの
場合も多い。それなら、ねらいを設定しない放任保育
ではないかと思う。
　そこで、何をねらいとして立てたら良いか。そうし
た内容は５領域で学んできた筈であるが、その学んだ
保育内容が大学教員が考えた内容であり、保育内容間
が全体として一貫性を欠いてしまっている。本来は保
育者自身が保育教材を開発し、ねらいを設定するのが
当然なのだが、そうした技術を鍛えないままに保育現
場に出してしまっており、具体的な目標設定ができな
いことが多いようである。このような教育や保育のね
らいを立てて保育する当たり前のことが、現実の保育
場面ではないがしろにされているように思われてなら
ない。また公開保育や研究保育の資料ではねらいが設
定されているものの、これがどのように達成されたど
うかを検討している保育後の研究会や研修会を、これ
まで余り見たことはない。
　どんな保育のねらいを挙げるか、幼児にどんな好奇
心を育て、どんな動機づけをしたら良いかを含めて、
幼児たちの能力を育てようと意図して保育を検討する
ことが必要である。小学校以降の学校教育では、具体
的な教育内容を学ばせられたかを問題にする傾向が強
いのに比べれば、自由にねらいを立てられる保育現場
は、教育や保育そのものの在り方を含めて検討できる
場ではないかと考える。しかしこうした自由な部分が、
保育現場では取り扱いが難しくなっている部分でもあ
る。
Ⅸ．ねらいの立て方は教育観を表す
　保育者は、養成校時代に６領域とか５領域の専門科
目を学んでいる。その中で、領域内の具体的な内容に
ついての学習もしている筈である。しかし、保育内容
は具体的に指定されているわけではないので、上述の
ように養成校の教員が自分の判断で保育内容を決めて
教育している。このような状況から、保育現場では保
育者が自分の判断で、どんな保育教材を使うか、そし
てどんなねらいを立てるかを決めている。どんなねら
いを立てて、どんな保育内容にするかは、言ってみれ
ばその保育を通して、幼児たちをどう育てたいかとい
う保育者の幼児教育観や幼児発達観の現われである。
保育者が幼児の遊びに入らずにただただ見ているのな
ら、そこにはゲゼルの発達観が見られるし、保育者が
環境設定して、その中で子ども達が遊びながらあるも
のを作り上げるような場合なら、保育を通して能力を
育てようとする教育的側面を持つ発達観がそこにはあ
る。どんなねらいを立てるかという問題は、こうした
保育者の幼児教育観や発達観と無関係ではないのである。
　保育現場では、ゲゼルの発達観の影響が強くあって、
幼児の思うままに行動させることが重要だと考えてい
る保育者がまだまだ多い。それが保育のねらいを立て
るという意識を薄くしている１つの原因になっていな
いだろうか。保育者は、どんな能力を育てるかのねら
いを立てて、どんな保育内容で保育するかを意識的に
行って、幼児たちが楽しいと感じる遊びを通して、能
力を育てていかなければならない。
Ⅹ．実践記録を書くことの必要性
　保育の流れは、本来ねらいを立て、指導計画案で保
育教材や保育の具体的な流れを記述することから始め
る。その指導計画案では、具体的な幼児の能力や性格
などから、こんな時Ａちゃんはどう考えたり反応する
かなどを予想しながら書くのである。言ってみれば作
業仮説と考えることができる。次に、その指導計画案
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に従って、実際に保育を行なうことになる。それを記
載したものが実践記録である。その実践結果と指導計
画案では、いつも一致するとは限らず、ずれるのが一
般的である。そのずれの原因を検討し、指導計画案の
変更を行うことが次の作業（評価）となる。
　実践記録を書くことは大変な作業であるが、年に何
回かは実践記録を書くように保育助言している。その
理由は、自分のやった保育実践を客観的に見ることや
実践内容を評価できると同時に、同僚や第三者に見て
もらうことで、その改善点などの指摘を受けることが
できるからである。その中で、失敗した部分も重要で
ある。その内容が他の保育者が陥らないようになる機
会となるからである。教育や保育現場では、こうした
保育の失敗を他人に知られまいとする風潮があるよう
思われてならない。優等生志向が保育現場や学校の教
育現場にも蔓延しているのではあるまいか。それが保
育や教育の停滞を引き起こしている原因の１つだとし
か思えないのである。
Ⅺ．ねらい（目標）設定の種類
　どうねらいを立てるかは決まっている訳ではないが、
今までの経験から２つに分けて考えると有効だと考え
ている。保育現場では、幼児の個性にあった保育をす
ることが尊重されているが、保育には別のねらいの立
て方も必要である。上述してきたように、基礎概念や
基礎技術を学ばせようとするとき、子どもたちの個性
を考慮しながら、ある共通の概念の獲得をさせなけれ
ばならない。例えば、昆虫は体が３つに分かれ、しか
も胸の部分から足が６本出ているということは共通に
認識させなければならないし、西洋タンポポであるか
日本タンポポであるかについても、花の下にあるそう
ぼうの部分がそっくり返っていれば西洋タンポポで、
くっついていれば日本タンポポというように理解させ
なければならない。また、プラバン作りでは、プラバ
ンに油性ペンで絵を描かせ、それをオーブントース
ターで温めると、その形が１/４になり、しかも厚さ
が４倍になる。これは「物は温めると大きく膨らむ」
という法則に対する例外となる。こうした経験が、将
来この法則を考えるときに役立つのではないかと考え
られる。こうした基礎概念獲得を目指したねらい（目
標）を筆者は、「収斂（しゅうれん）型目標」と名づ
けている。
　それに対して、個性をさらに伸ばす保育も考えられ
る。筆者の教材開発の実践担当の曽我によるカブを描
かせる実践19）では、「大きなかぶ」の絵本を読み聞か
せ、その際、カブを抜かせるのに園の犬（ペチ）や猫
（ミイ）などを加え、臨場感を高める。次に実際に糠
漬けしたカブを幼児たちに食べさせるのである。その
後、実習が終わるので、その記念にカブの絵を描いて
くれないかと幼児たちに依頼する。幼児たちは、その
依頼に応じてそれぞれの個性に合わせたカブの絵を描
いた。描かれた絵は、絵本や教室で飼っているカブト
ムシからの影響を受けて、子どもの個性の違いと、保
育による結果も含んだ幅広い作品になった。幼児たち
が周りから受けた刺激によって、その幼児たちの個性
を増幅させていく例である。このような幼児たちの個
性を広げるねらいの立て方を、筆者は「拡散型目標」
と名づけている。このように、ねらいの設定の種類を
意識しながら、幼児たちにどのような能力を育てるか
を考えていくことも保育者の重要な仕事ではないだろ
うか。
Ⅻ．終わりに
　日本の幼児教育の重要性は時代と共に変化してきて
いる。特に近年では少子高齢化による女性の社会進出
に伴う、今までの保育所機能の一部である託児所の役
割が期待されて、幼児教育の重要性に対する社会の意
識や思想が拡散されてきている。
　この大きな思想の転換を促してきたのは、国の政策
によるところが大きい。その意味で、少子高齢化に対
する国の政策が、幼児教育の意味づけを大きく変えて
きた側面も見落とすことは出来ない。政策による保育
現場の変化に伴う被害は、幼児たちに集中していると
推定できる。そして因果関係は明確ではないものの、
幼児の「愛着の形成」が失敗し、その結果として、社
会で問題になっている心理的に不安定なパーソナリ
ティを持つ人間の増加に繋がっているのではと推定し
ているのである。
　また最近では、幼保小連携に関わってその連携が円
滑にいかないことが問題となっている。小学校の側に
も問題があるが、それに加えて保育現場での問題も大
きいのではないか。「保育とは何か」「保育の幼児に対
する保育者の役割は何か」という当然の問いを、保育
現場の保育者は十分考えているのだろうか。幼児教育
というとき、幼児たちの能力を育てることが重要な仕
事だが、保育者にそうした意識が余りなく、「未来の子
どもを育てる」などの教育や保育のスローガンに酔っ
て、こうした現実の問題に気づかないままでいるよう
に思えてならない。本論では、これら気になる問題に
ついて筆者の考えを述べたものである。
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SUMMARY
Kohichi  TOGI :
Consideration of the Problem about Young Children Education
The young children education in Japan has been infl uenced by national policy. Recently, the housewives have 
gone into the social environment of many industries as workers. That brought about to increase the number of the 
day nursery, and enhanced the number of children to get into the day nurseries.
Though Government aim to integrate the institution of young children education into one type system, the 
real state of the institution have existed in many types of them.
In this conditions, this study examined the problems whether the development of the children were assured 
and young children education carried out not to suffer a great loss in them. Especially, environment problem of the 
young children education and desirable state of them through the problems of “formation of attachment in infant 
days”and “successive corporation between the young children education and elementary school education” were 
examined.
(Uyo Gakuen College) 
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